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こども基本法と教育無償化論議(2) 

 ―２０２４年第２１４回～２０２５年第２１７回：少数与党の国会審議から― 

〇渡部 昭男（大阪信愛学院大学） 
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序．課題と方法：加速する超少子化（２０２４出生数６８.６万人：過去最少、合計特殊出生率１.１５：過去最低） 

厚生労働省が公表（2025.6）した令和６年人口動態統計月報年計によれば、２０２４年の出生数は６８.

６万人（過去最少、初の７０万人割れ）、合計特殊出生率は１.１５（過去最低）を記録した。国立社会保障・人口

問題研究所の「日本の将来推計人口」の中位推計を下回って、低位推計水準となっている。こども基本

法（２０２３.４施行）・こども未来戦略（２０２３.１２閣議決定）のもと、加速する超少子化社会を念頭に、国会では

どのような子育て教育支援方策が論議されたのであろうか。本報告では直近１年の政治状況を押さえた

上で、国会会議録検索システムを用いて、国権の最高機関である国会における教育無償化論議の経緯

と特徴を明らかにした（国の動向は共著２０２４『「こども計画」に活かせる自治体総合施策２２１例』日本標準に詳しい）。 

１．政権与党の衆議院過半数割れと｢熟議｣国会の模索：テーマごとの野党協議・合意形成 

 第２１４回国会（臨時２０２４.１０.１-９）において自由民主党の石破茂総裁が第１０２代首相に指名された（会

期末に衆議院解散）。総選挙（2024.10.27）の結果、自由民主党・公明党は衆議院で過半数割れとなった。

第２１５回国会（特別１１.１１-１４）では、第１０３代首相に決選投票で指名され第２次石破内閣が発足した。巨

大与党の数に任せた強引な国会運営から転じて｢熟議｣が謳われ、テーマごとに一致できる野党を探し

て協議し合意形成せざるを得なくなった。第２１６回国会（臨時１１.２８-１２.２４）では２０２４補正予算案が審

議された。第２１７回国会（通常２０２５.１.２４-６.２２）では２０２５予算案が修正と再修正を経てようやく成立し、

高校無償化が日本維新の会との協議で、学校給食無償化が立憲民主党等との論議等で進展をみた。 

石破首相の所信表明演説（２０２４第２１６回）・施政方針演説（２０２５第２１７回）は以下のようである。 

【所信表明】少数与党となった初の国会で、石破首相は石橋湛山内閣の施政方針演説の一節を引いて

「民主主義のあるべき姿とは、多様な国民の声を反映した各党派が、真摯に政策を協議し、よりよい成

案を得ること」と述べ、「比較第一党として、自由民主党と公明党の連立を基盤に、他党にも丁寧に意見

を聞き、可能な限り幅広い合意形成が図られるよう、真摯に、そして謙虚に、国民の皆様方の安心と安

全を守るべく取り組んでまいります」と表明している（議事録２１６衆・本会議２号・2024.11.29）。そして、全て

の国民の幸せを実現するための三つの重要政策課題の二番目に、人口減少に立ち向かい日本全体の

活力を取り戻すこと（地方創生の再起動、成長型経済への移行、全世代型社会保障の構築）を位置づけている。 

【施政方針】我が国の直面する現実を直視し、「我が国の生産年齢人口は、これからの２０年で１５００万

人弱、２割以上が減少･･･このような中、かつて人口増加期に作り上げられた経済社会システムを検証

し、中長期的に信頼される持続可能なシステムへと転換･･･／･･･人材希少社会･･･年齢や障害の有無

にかかわらず希少な人材を大事にする社会づくり、すなわち、国民一人一人の幸福実現を可能にする、

人中心の国づくりを進め、すべての人が幸せを実感できる、人を財産として尊重する人財尊重社会を築

いていく必要」があるとしている（２１７衆・本会議１号・2025.1.24［「･･･」は省略、「／」は段落区分を示す］）。 

２．高校無償化に係る三党協議及び審議の特徴：所得制限の撤廃等（２０２５-）、私立加算の拡充（２０２６-） 

 民主党政権下で導入された高校無償化（2010-、公立高校授業料不徴収／同額の私立就学支援金）は、自由
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民主党・公明党の政権復帰後に所得制限が導入（２０１４-、就学支援金：年収目安９１０万円未満世帯対象）され

たが、低所得層向けの奨学給付金（給付奨学金）が始まった。さらに私学団体等の要請を受けて私学の実

質無償化が実施されたのであった（２０２０-、年収目安５９０万円未満世帯対象・全日制で３９.６万円など）。こども

未来戦略（加速化プラン）はこの高校無償化の拡充には触れていなかったが、今回そこが動いたのである。 

第２１７回国会冒頭から、日本維新の会は私立を含む「所得制限のない高校無償化」の実現を求めた

（２１７衆・本会議２号・２０２５.１.２７、施政方針演説への質問：前原誠司日本維新の会共同代表）。所得制限撤廃に目

途がつくと、私立加算について大阪モデル（６３万円）を踏まえた拡充を強く求めた（２１７衆・予算委１１号・２０

２５.２.１７、前原）。これに応えて、石破首相は「直近の全国平均授業料、令和６年度で４５.７万円」をベース

に検討を急ぎ、「安定した恒久財源の確保と併せて実現させていく」と踏み込んでいる（同）。２０２５予算

案に係る三党合意文書（2025.2.25）に「『骨太の方針２０２５』の策定までに大枠を示した上で、令和８年

度予算編成過程において成案を得て、実現する」旨を明記し、所得制限撤廃等は２０２５年度先行実施

（２０２５年度限定の高校生等臨時支援金、奨学給付金の拡充など）、私立加算は２０２６年度実施予定とした。 

その後、「三党合意に基づくいわゆる高校無償化に関する論点の大枠整理」（自由民主党・公明党・日本

維新の会：検討チーム２０２５.６.11）が出され、「骨太の方針 2025」（２０２５.６.１３閣議決定）にも反映された。 

３．学校給食無償化に係る審議の特徴及び野党協議：小学校（２０２６-）、中学校（できる限り速やかに実現） 

 こども未来戦略（加速化プラン）は学校給食費の無償化について実態調査の実施と課題の整理等に留め

た記載であった。しかし、国は物価高騰対策を組まざるを得ず、２０２４補正予算（２０２４.１２.１７成立）にお

いて重点支援地方交付金の中の推薦事業メニュー（０.６兆円）に学校給食費の保護者負担軽減を含めた。

また、文部科学省は「『給食無償化』に関する課題の整理について」（２０２４.１２.27）を公表している。 

立憲民主党は日本維新の会・国民民主党と共同で学校給食無償化法案を提出した（２１６衆法２５号･２０

２４.１２.２３、文部科学委員会２０２５.１.２４付託）。野田佳彦代表は、「（石破首相が１月に訪問し支援を約束した）イン

ドネシアでは・・・無料給食が始まりました。・・・離島の貧困問題の解消・・・格差を是正・・・若い世代を育

成するための投資・・・。・・・壮大な、まさに志を感じます。／日本でも、貧しくて十分に食べられない子供

たちがいます。・・・学校給食の無償化は、保護者の負担を減らし、可処分所得を増やす効果がある」とし

た上で、法案への評価を尋ねている（２１７衆・本会議２号・２０２５.１.２７）。石破首相は「（教育扶助・就学援助で）

低所得世帯では既に無償となっており、その割合は児童生徒の約１４％・・・。昨年末に整理、公表した課

題もございます・・・／現在進めております子供、子育て政策について効果検証を丁寧に行った上で、今

後の対応を検討」という程度の軽い応答であった（同）。しかし、学校給食無償化も先述の三党合意に盛

り込まれ、急転直下で小学校は「令和８年度に実現」、中学校は「できる限り速やかに実現」と明記された。 

結．超少子化社会と教育無償化論議：加速化プランに必要な予算は確保済みとの政府の認識を突破 

 ２０２５予算案について、加藤勝信財務大臣は「加速化プランの取組を本格的に進めていくために必要

な予算を確保」（２１７衆・本会議１号・２０２５.１.２４）したとし、石破首相も「３.６兆円と前例のない規模で安定

的な財源を確保」（２１７衆・本会議２号・２０２５.１.２７） と胸を張った。これに対して、「中途半端な施策を小出

しにしている時間的な余裕は（ない）」、「子育てにかかる費用は社会が見てくれるのだと若い世代が感じ

られるような支援パッケージを可及的速やかに行うべき」（同、前原）と迫った日本維新の会が教育無償化

論議をリードしたのが第２１７回国会の特徴であった。 【謝辞：ＪＳＰＳ科研費２２K０２７０２の助成を受けた】 


